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伊豆諸島・小笠原諸島における海岸漂着物対策推進計画
改定のポイント

● 海岸漂着物処理推進法改正（H30.6)・基本方針の変更への対応

● 重点区域海岸の追加

• 平成21年の海岸漂着物処理推進法制定以降も、海岸漂着物等が海洋環境に深刻
な影響を及ぼしており、海洋ごみ対策に係る国際連携・協力の必要性が高まってい
ること等を踏まえ、平成30年６月に同法が改正

• 法改正を踏まえ、同法に基づく政府の基本方針が変更





海岸漂着物処理法（H30年法改正）・国の基本方針
主な変更点

・漂流ごみ等の円滑な処理の推進

海岸漂着物等〈漂流ごみ〉の円滑な処理

プラスチック３R海岸漂着物等の発生抑制

マイクロプラスチック対策

・廃プラスチック類の排出抑制・適正処理

・事業者のマイクロプラ使用抑制・廃プラ排出抑制

・国はマイクロプラスチックの使用の抑制、

飛散・流出防止の措置等について実態を把握

効果的な発生抑制

・国、都、町村、漁業関係者が

連携・協力を図り必要な
措置を講ずる

（※R6.5改定済み）

地域計画

・国、都、町村は

プラスチックを含む
３Rを推進
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漂流ごみ対策を実施 都の支援策（予定）

重点区域海岸の追加

伊豆諸島で８海岸の調査要望
があり、現地調査を実施

小笠原諸島で６海岸の調査要望
があり、現地調査を実施



海岸漂着物処理推進法において、国の基本方針に沿って海岸漂着物対策を重点的に
推進する区域を指す。

重点区域海岸とは

重点区域海岸とは

重点海岸の設定に際しては
○海岸漂着物等の量及び質
○海岸や海底の地形、景観、生態系等の自然的条件
○海岸の利用状況、経済活動等の社会的条件
を総合的に検討することが望まれる。
重点区域の範囲は、その一体性に配慮しつつ、重点的な対策の必要性に
照らして過大又は過小とならないよう、必要かつ合理的なものとするよ
う努める。
（海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針より）


